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被保佐人を警備員の欠格事由とする規定と成年後見制度

事実の概要

　Ｘ（原告・被控訴人・被上告人）は、平成 26 年
4月に警備会社との間で雇用契約を締結し、工事
現場等での交通誘導警備業務に従事していた。Ｘ
には軽度の知的障害があり、成年後見制度を利用
するため平成 28 年 11 月に自ら家庭裁判所へ保
佐開始の審判の申立てをした。平成 29 年 2 月に
Ｘについて保佐を開始し保佐人を選任するとの審
判がされ、同年 3月にこれは確定した。上記雇
用契約では警備業法上の欠格事由の発生を解除条
件としており、Ｘの保佐開始審判の確定により条
件が成就したため、警備会社はＸに雇用契約の終
了を伝え、Ｘは平成 29 年 3月に退職した。
　警備業法は昭和 47 年に制定され、昭和 57 年
の改正で禁治産者、準禁治産者を警備業者及び警
備員の欠格事由とする規定を設けたが（同法14条、
3条 1号。以下、これらの規定のうち被保佐人である
ことを警備員の欠格事由として定めた部分を「本件
規定」という）、令和元年の「成年被後見人等の権
利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係
法律の整備に関する法律」（一括整備法）によって、
本件規定は削除されている。
　Ｘは、Ｙ（国。被告・控訴人・上告人）が本件規
定を設けたことは憲法 13 条、14 条 1 項、22 条
1 項及び 27 条 1 項に違反し、平成 29 年 3 月の
Ｘ退職時点までに本件規定を改廃しなかったこと
が国家賠償法 1条 1 項の違法な行為に当たると
して、慰謝料 100 万円の支払いを求め、訴えを

提起した。
　第一審（岐阜地判令 3・10・1判時 2530 号 63 頁）１）

は、Ｙが本件規定を改廃しなかったこととＸの退
職との間に因果関係があるとした上で、本件規定
は憲法 22 条 1 項及び 14 条 1 項に違反し、違憲
性が国会にとっても明白となった平成 22 年 7 月
頃からＸの本件退職時点までの約 6年 8 か月の
間に国会が本件規定を改廃しなかったことは、国
家賠償法 1条 1 項の適用上違法と評価されると
して、ＹにＸに対する慰謝料 10 万円の支払いを
命じた。Ｙの控訴及び慰謝料金額の変更を求める
Ｘの附帯控訴を受けた原審（名古屋高判令 4・11・
15 判時 2593 号 27 頁）２）は、第一審判決の判断を
維持して控訴を棄却し、慰謝料については 50 万
円を相当と判示した。

判決の要旨

　１　憲法適合性について
　「本件規定の憲法 22 条 1 項適合性の判断と憲
法 14 条 1 項適合性の判断は、相互に密接に関連
し、検討に当たって考慮すべき事項が共通するも
のであるということができ」、「上記の各条項との
関係で本件規定の合憲性を肯定し得るためには、
本件規定による規制が重要な公共の利益のために
必要かつ合理的な措置であることを要するものと
解する」。
　本件規定の目的は、「警備業務の実施の適正を
図るとともに、依頼者及び第三者から警備員とし
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ての信頼を確保し得る者が警備業務に従事するこ
とを担保することにある」。「このような立法目的
自体は、重要な公共の利益に合致する」。「他方で、
本件規定が精神上の障害を有することを理由とし
て被保佐人を被保佐人でない者と区別して一律に
規制の対象とするとともに、被保佐人の狭義の職
業選択の自由を制約するものであることを踏まえ
ると、立法府に広い裁量が認められるものではな
い」。
　「本件退職時点に至るまでに、本件規定を取り
巻く諸事情は、変化したというべきであ」り、「被
保佐人のうち警備業務を適正に実施するに当たっ
て必要な能力を備えた者が本件規定により一律に
警備業務から排除されることによる不利益は、も
はや看過し難いものとなっており、本件規定が重
要な公共の利益のために必要かつ合理的な措置で
あることについての立法府の判断は、その合理的
裁量の範囲を逸脱するに至っていたというべきで
ある。」

　２　国家賠償法上の違法性について
　「昭和 57 年改正の当時、本件前身規定は、憲
法 22 条 1 項及び 14 条 1 項のいずれにも違反す
るものではなかったが、その後、社会における障
害の捉え方の変化等の流れを反映して障害者権利
条約の批准やこれに伴う国内法の整備、その施行
に向けた準備等の様々な事象が積み重なり、徐々
に障害者を取り巻く社会や国民の意識の変化が進
み、労働者について障害を理由とする差別が禁止
されるべきであるとする考え方が確立したこと等
により、本件退職時点において、本件規定は、違
憲となるに至っていた」。「こうした変化等は、そ
の性質上、外形的事実として観察することがで
きるものではなく、容易に看取し得るものではな
い。また、障害者権利条約の批准に伴う国内法整
備のうち最終段階に当たる障害者差別解消法等の
施行、更には利用促進法の施行が平成 28 年のこ
とであったことからみても、上記のような考え方
が確立したのは、本件退職時点とは相当に近接し
た時期であったことがうかがわれる。」
　「本件退職時点において、本件規定が憲法の規
定に違反するものであることが明白であるにもか
かわらず国会が正当な理由なく長期にわたってそ
の改廃等の立法措置を怠ったということはできな
い。」

判例の解説

　一　本最高裁大法廷判決の意義
　令和元年に一括整備法等によって削除されるま
で、我が国では 170 を超える法律に成年被後見
人や被保佐人であることを欠格事由とする規定が
設けられていた。本件はそのような法律の一つで
あった警備業法の規定の合憲性が争われた事案で
ある。これより前に、成年被後見人の選挙権に関
し公職選挙法の規定を違憲とした地裁判決（東京
地判平 25・3・14 判時 2178 号 3 頁）はあるが、本
判決は、成年被後見人等に係る絶対的欠格条項を
違憲と判断した初めての最高裁大法廷判決として
意義を持つ。そこでは、違憲審査基準について過
去の薬事法違憲最高裁大法廷判決（最大判昭 50・
4・30 民集 29 巻 4 号 572 頁）と異なる枠組みが用
いられているとの指摘もあり３）、また憲法のみな
らず、論点はさらに行政法、労働法、国際人権法
等多岐に亘るが、本稿では民法の観点から本大法
廷判決について見ておきたい。

　二　検討
　１　禁治産・準禁治産制度と警備業法
　精神上の障害により民法で行為能力を制限され
る者として成年被後見人・被保佐人・被補助人の
三類型を定める制度は、平成 11 年の民法改正（法
律第 149 号）によって導入されたものであり、そ
れ以前は明治民法の禁治産・準禁治産制度に基づ
いて、「心神喪失ノ常況ニ在ル者」を禁治産者とし、
「心神耗弱者」を浪費者とともに準禁治産者とす
る制度を取っていた。明治民法の起草者は、意思
を第一の要素とする民法の法律行為につき、本人
の精神状態によって、禁治産者は一切の行為を自
らする能力のないものとし、法律行為の当時精神
が錯乱していなかったことを証明してその行為を
有効とすることをも許さないが、単に心神耗弱者
であると認めるべきときは準禁治産者として保佐
人を付するにとどめ、法律行為の当時本人の精神
が錯乱していたことを主張する者がそのことを証
明すれば法律行為は無効となり、そうでなければ
法律行為は有効となると説明していた４）。そして、
準禁治産者は重大な行為についてのみ保佐人の同
意を得ることを要し、その他の行為は独断でする
ことができるとされた５）。また、明治民法は心神
耗弱者と浪費者の他に聾者、唖者、盲者も準禁治
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産者に加えていたが（昭和 54 年の民法改正（法律
第 68 号）で聾者、唖者、盲者は準禁治産の対象から
除かれた）、これらの身体的障害があることのみ
ではなく、それにより実際に自分で自分の財産を
治めることができない場合に初めて準禁治産宣告
をすることができるというのが起草者の考えであ
り６）、そのような裁判例も見られた７）。
　このように禁治産・準禁治産制度は、法律行為
における利害・得失を弁識して自己の財産の管
理・処分を適切に行うことができない者を保護す
る民法上の制度であったが、治産能力を欠き若し
くは十分に備えない者として本人の精神上の障害
の有無や程度が裁判において判断されるものであ
り８）、禁治産・準禁治産宣告を受けたことが文官
や司法官、弁護士等に係る欠格条項とされること
にもなった。
　昭和 22 年の民法改正時にも、禁治産・準禁治
産制度は管轄が通常裁判所から家庭裁判所（改正
当時は家事審判所）に移された以外は維持され、「家
庭裁判所は、禁治産を宣告するには、本人の心神
の状況について、必ず、医師その他適当な者に鑑
定をさせなければならない。」（家事審判規則 24 条）
と定められた。そして、「心神耗弱者とは、精神
障害の程度が、心神喪失の揚合のように、意思能
力を完全に失なうには至らず、不完全な判断能力
を有する者」をいい、「心神喪失と心神耗弱とは
精神障害の程度の差にすぎない」とするのが当時
の理解でもあった９）。
　一方、本件で問題となった警備業法は、警備業
務の実施の適正を目的に昭和 47 年に制定された
法律（法律第 117 号）であり、制定時には 18 歳
未満の者と禁錮以上の刑に処せられた者又は警備
業法に違反して罰金刑に処せられた者等のみを欠
格としていた。しかし、本大法廷判決が言及する
ように、不適格業者の排除や警備員の非行・不祥
事の防止、警備員の質的向上を目的に、昭和 57
年の改正で禁治産者若しくは準禁治産者又は破産
者で復権を得ない者と精神病者又はアルコール等
中毒者などが欠格に加えられた（法律第 67 号。同
法 7条、3条 1号・5号）。

　２　成年後見制度の導入
　平成 11 年に禁治産・準禁治産制度を改め、成
年後見・保佐・補助の三類型から成る成年後見制
度が民法に導入された。成年後見制度の対象とな

る者については、「精神上の障害により」事理を
弁識する能力を欠く常況にあるか又は（著しく）
不十分なことが要件として規定された。認知症高
齢者や知的障害・精神障害のある者の自己決定の
尊重と残存能力の活用、ノーマライゼーションと
いうこの成年後見制度の理念は他の法律にも及
び、「民法の一部を改正する法律の施行に伴う関
係法律の整備等に関する法律」（平成 11 年法律第
151 号）によって、警備業法 3条 1号をはじめ諸
法律における用語を成年被後見人・被保佐人等に
置き換えるのみでなく、能力に関する個別の審査
手続が整備されている法律については禁治産者・
準禁治産者であることを欠格事由とする規定が削
除された 10）。また、参議院法務委員会では、成
年被後見人又は被保佐人であることを欠格事由と
する 116 件の資格制限規定の見直し等に関する
附帯決議がされていた 11）。
　一方、精神病者を警備員の欠格事由とする警備
業法の規定（7条、3条 5号）は、成年後見制度成
立前に出された内閣府の決定 12）で見直しの対象
とされており、平成 14 年の警備業法改正（法律
第 108 号）によって精神病者は欠格事由から削除
され、「心身の障害により警備業務を適正に行う
ことができない者として国家公安委員会規則で定
めるもの」を欠格とする条項（同法 3条 7 号）が
追加された（国家公安委員会規則で定めるものとは、
「精神機能の障害により警備業務を適正に行うに当
たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行う
ことができない者」をいう。警備業の要件に関する
規則（平成 15 年国家公安委員会規則第 2号）3条 1
項）。しかし、成年後見制度の導入に伴うノーマ
ライゼーションの推進は、この時期、本件規定の
見直しには至っていなかった。

　３　社会状況の変化と本件規定の憲法適合性
　本大法廷判決は、本件規定の目的につき憲法適
合性を肯定した上で、手段に関して、制定当時は
立法府の合理的裁量の範囲にあったが、時間の経
過とともに、遅くともＸが退職した平成 29 年 3
月時点までに憲法適合性を失っていたとする点に
特徴がある。そこで指摘された社会の変化の大き
な契機が、平成11年の成年後見制度の導入であっ
たことは間違いないであろう。
　精神病者については、前述二２のように平成
14 年に警備員の欠格事由から削除されているが、
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本大法廷判決は、この時点では被保佐人等を欠格
事由とする本件規定は立法府の合理的裁量の範
囲を逸脱していないとの見解を示す。平成 14 年
の警備業法改正で 3条 7号が追加されたが（前述
二２）、保佐開始審判のように公的機関によって
判断されるものではなく、警備業者の自発的判断
に委ねられていることがその理由であった。その
上で、本大法廷判決はその後の諸事情、すなわ
ち、①成年後見制度が財産の処分に関する能力を
対象とすること等同制度に関する理解の進展や欠
格条項が同制度の利用の阻害要因となっているこ
と、②障害者権利条約の批准と障害者差別解消法
等国内法の整備、それに伴う社会や国民の意識の
変化、③平成 28 年の成年後見制度利用促進法の
制定・施行、④警備業法 3条 7 号に関する政策
評価等を挙げ、被保佐人であるという属性をもっ
て一律に警備員の欠格事由とすることが、時の経
過と社会状況の変化により手段としての合理的根
拠を欠く状態に至ったという論旨によって本件規
定に違憲の判断を下した。ただし、他方で、社会
状況の変化に伴う手段の合理性の喪失による後発
的な違憲状態の発生というその論法は、違憲が明
白となった時期について異論を生じ得、本件のも
う一つの論点である立法不作為と国家賠償法上の
違法性に関し 5名の裁判官の反対意見をもたら
している。

　４　新たな成年後見制度の成立
　成年後見制度は、民法上の法律行為について事
理弁識能力を欠き又は不十分な者を保護し、同時
に法律行為の相手方の取引の安全を確保する制度
でもある。そのような行為能力と警備業務という
事実行為における判断能力は必ずしも同一ではな
く、また、成年後見等が開始したとしてもその余
の能力が直ちに欠如しているとはいえないこと
は 13）、現在ではすでに衆目の一致するところと
いえる。成年被後見人等であることを絶対的欠格
条項とすることの不適切性が広く認識され、本件
規定についても、本大法廷判決前の令和元年にす
でに一括整備法の制定・施行により削除されてい
た。
　そして、成年後見等が開始した者に関する理解
の進展と障害者権利条約の批准を含む社会状況の
変化は、本件での違憲判断に留まらず、民法の見
直しをも促し、本年 6月に成年後見制度を新た

にする民法改正が国会で成立し、公布された（法
律第 45 号）。この新制度においては後見及び保佐
は廃止されて補助に一元化され、また、本人にとっ
て必要な範囲で利用することが可能な制度となっ
ている。そして、事理弁識能力の不十分さについ
ては従来の「精神上の障害」から「精神上の理由」
によるという表現に改められ（民法 7条）、「障害」
のある者のための制度という概念からの脱却が示
されている。新制度が目指す本人の権利の擁護や
意思決定支援の重視という理念が、今後、実社会
の中で着実に実現されていくことを期待したい。
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